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子ども・子育て支援新制度における居宅訪問型保育 
―身近な事例からの一考察― 
杉岡 幸代 
 
１． はじめに 
 子ども・子育て支援新制度（以後、新制度）が 2015（平成 27）年度よりスタートした。
周知のとおり、2012（平成 24）年 8月に成立した子ども・子育て関連 3法（注１）に基づ
くもので、すべての子どもと子育て家庭を支えるための制度と謳われている。新制度の大
きな特徴としては、これまでの幼稚園、保育所に加えて、認定こども園の普及と新たに少
人数の子どもを保育する事業が創設されたことが挙げられる。少人数の子どもを保育する
新たな事業、つまり、地域型保育事業には家庭的保育事業（注２）、小規模保育事業（注３）、
居宅訪問型保育事業（注４）、事業所内保育事業（注５）が含まれる。認定こども園の普及
と地域型保育事業の創設により、特に、都市部の待機児童の解消と年齢の小さい子どもに
きめ細やかに対応できる小規模保育を充実させることが望まれることとなった。また、地
域型保育事業のなかでも、とりわけ居宅訪問型保育は、ベビーシッターに代表されるよう
に在宅保育者が個人宅において保護者に代わって子どもを保育するものであり、より私的
な色合いが濃いと言える。すなわち、これまでのような幼稚園や保育所といった施設にお
ける集団保育に留まらず、より個別的な居宅訪問型保育等が、公的な給付対象となったの
である。 
そこで、新制度において居宅訪問型保育がどのように取り組まれているのかに注目し、
身近な事例の考察から、居宅訪問型保育が子どもや子育て家庭にいかに資することができ
るのか、現状と今後の課題について言及することを本稿の目的とする。 
 
２．子ども・子育て支援新制度 
2015年度より始まった新制度であるが、これまでにも、わが国ではさまざまな子育て支
援の施策が展開されてきた。わが国の子育て支援の取り組みは、1990年に、前年の合計特
殊出生率が1.57であったことを受け、少子化対策として本格的に検討され始めた。この年
の合計特殊出生率の低さは、少子傾向が続いていたことに加え、丙午（ひのえうま）の年
にあって産み控えたとされる1966（昭和41）年の1.58をも下回ったことから「1.57ショッ
ク」とその衝撃の強さが表された。ここにおいて「出生率の低下と子供の数が減少傾向に
あることを「問題」として認識」１されたということである。そして、まず、1994（平成5）
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年にわが国初の少子化対策として「エンゼルプラン」と「緊急保育対策等5カ年計画」が打
ち出され、その後、今日まで20年を越えて途切れることなく少子化への対策が行われてき
た。そのなかで、新制度が整った経緯は次の通りである。 
「2010（平成22）年の少子化社会対策大綱の閣議決定に合わせて、少子化社会対策会議
の下に、「子ども・子育て新システム検討会議」が発足し、新たな子育て支援の制度につい
て検討を進め、2012（平成24）年3月には、「子ども・子育て新システムに関する基本制度」
を少子化社会対策会議において決定した。これに基づき、政府は、社会保障・税一体改革
関連法案として、子ども・子育て支援法等の3法案を2012年通常国会（第180回国会）に提
出し、国会における修正を経て成立した子ども・子育て支援法等に基づき、政府において
子ども・子育て支援新制度の本格施行に向けた準備を進め、2014（平成26）年度には、消
費税引き上げ（5％→8％）の財源を活用し、待機児童が多い市町村等において「保育緊急
確保事業」が行われ、2015（平成27）年4月1日から同制度が実施された」２。つまり、新
制度は、わが国の少子化対策として、これまでの施策の延長線上にあり、若い世代が子ど
もを生み育てることに希望をもてるようさらなる新しいシステムの構築を目指し、社会保
障・税の一体改革に組み込んで考えられたのである。 
さて、内閣府は、新制度の基となる子ども・子育て関連3法について、以下の通り7つの
ポイントを示している。 
①認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保育等
への給付（「地域型保育給付」）の創設。 ― 認定こども園の普及を図り、待機児童の
解消とともに子どもの数が減少傾向にある地域における保育機能の確保をめざす。 
②認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等）。 ― 幼保連携型認定こ 
ども園について、認可・指導監督を一本化し、学校及び児童福祉施設としての法的位置 
づけを行い、認定こども園の財政措置を「施設給付」に一本化する。 
③地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課後児 
童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実。 ― 教育・保育施設を利 
用する子どもの家庭だけでなく、在宅の子育て家庭を含むすべての家庭及び子どもを対 
象とする事業として、市町村が地域の実情に応じて実施していく。 
④基礎自治体（市町村）が実施主体。 ― 市町村は地域のニーズに基づき計画を策定、 
給付・事業を実施し、国・都道府県は実施主体の市町村を重層的に支える。 
⑤社会全体による費用負担。 ― 消費税率の引き上げによる、国及び地方の恒久財源の 
確保が前提。  
⑥政府の推進体制。 ― 制度ごとにバラバラな政府の推進体制を整備し、内閣府に子ど 
も・子育て本部を設置。 
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⑦子ども・子育て会議の設置。 ― 有識者、地方公共団体、事業主代表・労働者代表、
子育て当事者、子育て支援当事者等（子ども・子育て支援に関する事業に従事する者） 
が、子育て支援の政策プロセスなどに参画・関与することができる仕組みとして、国に 
子ども・子育て会議を設置。また、市町村等の合議制機関（地方版子ども・子育て会議） 
の設置努力義務とする。 
つまり、政府を中心に制度をひとつにまとめ、実際の事業は、子どもや子育て家庭の身 
近にある市町村が設置主体となり、地域に即したよりよい支援事業を展開していく。また、
認定こども園の普及と地域型保育事業の創設により待機児童の解消をはかるとともに、教
育・保育を受けている子どもだけでなく、在宅の子どもも、すべての子どもを対象とした
子育て支援事業を充実させる。そして、費用負担については、社会全体で担っていくとい
うものである。 
 
３．新制度における居宅訪問型保育 
１）給付対象となる居宅訪問型保育 
 居宅訪問型保育は、文字通り、保育を受ける子どもの居宅を訪問し、その居宅において
保育をすることである。この居宅での保育者を在宅保育者と言い、通常はベビーシッター
と呼ばれる。しかし、ベビーシッターは、保育士のように国家資格をもつのではなく、と
くに何らかの資格制度が設けられているわけでもない。ベビーシッターについては、2014
（平成 26）年 3月に起きた富士見市の事件（注 6）を受け、厚生労働省から「ベビーシッ
ターなどを利用するときの留意点」が出され、ベビーシッターなどへの依頼時は慎重に見
極め依頼するように注意点が示されている。               
 では、新制度において地域型保育事業として給付の対象となる居宅訪問型保育について
はどのようになっているのかみてみたい。「子ども・子育て支援新制度ハンドブック H27
年 7月改訂版―施設・事業者向け」（内閣府・文部科学省・厚生労働省）によると、この事
業において、職員数は 0～2歳児の子ども 1人に 1人。職員資格は、必要な研修を修了し、
保育士、保育士と同等以上の知識及び経験を有すると市町村長が認める者、となっている。
つまり、1 対 1 の保育を行う保育者は、必要な研修を修了し、保育士と同等以上の知識と
経験が求められている。 
 また、保育認定を受けた子どもが利用できるが、保育認定を受けたからと言って全ての
子どもが利用できる訳ではなく、以下に該当するような場合に給付の対象とするとしてい
る。 
①障害、疾病等の程度を勘案して集団保育が著しく困難であると認められる場合。 
②教育・保育施設又は地域型保育事業者が利用定員の減少の届け出又は確認の辞退をする 
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場合に、保育の継続的な利用の受け皿として保育を行う場合。 
③児童福祉法に基づく措置に対応するために保育を行う場合。 
④ひとり親家庭で夜間の勤務がある場合等など、居宅訪問型保育の必要性が高い場合。 
⑤離島、へき地などであって、居宅訪問型保育事業以外の家庭的保育事業等の確保が困難
であると市町村が認める場合。 
以上のことから、給付対象となる居宅訪問型保育には、いろいろな制限があることが判
る。1対1という保育形態であることから、多くの子どもが利用できるというのではない。
子どもにとって集団保育でなく個別保育が必要となる場合、また、ひとり親家庭で夜間の
勤務がある場合など、より居宅での保育の必要性が高い場合に限り、その対象となるとい
うわけである。 
 
２）居宅訪問型保育の現状と動向 ―全国保育サービス協会調査― 
 全国保育サービス協会（注７）が発行しているベビーシッター事業に関する実態調査報
告書「ベビーシッターNOW 2015」に、平成26年の報告がいくつかあるが、そのなかに新制
度に関わる動向を知るため、政令指定都市、中核市、特例市、東京23区など126（内、回答
数97）の地方自治体を対象に行った調査結果が示されている。地方自治体に向けて、①地
域型保育事業の導入について、②居宅訪問型保育事業について、③地域子ども・子育て支
援事業について、④訪問型保育を導入するうえでの課題の4つのアンケートを行った結果で
ある。それぞれのアンケート結果は以下のようになっている。（数字のみは自治体の数。） 
 
①地域型保育事業の導入について 
 ・小規模保育事業  
（A型） 
27年度に導入予定が53（54.6％）、28年度以降に導入するが6（6.2％）、時期は決め 
ていないが導入する予定が6（6.2％）、検討中であり未定が19（19.6％）、導入する 
予定はないが9（9.3％）、実施しているが4（4.1％）の総数97（100％）。 
（B型） 
27年度に導入予定が35（36.1％）、28年度以降に導入するが3（3.1％）、時期は決め 
ていないが導入する予定が4（4.1％）、検討中であり未定が30（30.9％）、導入する 
予定はないが21（21.6％）、実施しているが4（4.1％）の総数97（100％）。 
 （C型） 
27年度に導入予定が16（16.5％）、28年度以降に導入するが2（2.1％）、時期は決め 
ていないが導入する予定が4（4.1％）、検討中であり未定が40（41.2％）、導入する 
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予定はないが34（35.1％）、実施しているが1（1.0％）の総数97（100％）。 
 ・家庭的保育事業  
27年度に導入予定が18（18.6％）、28年度以降に導入するが2（2.1％）、時期は決め 
ていないが導入する予定が5（5.2％）、検討中であり未定が31（32.0％）、導入する 
予定はないが27（27.8％）、実施しているが14（14.4％）の総数97（100％）。 
 ・居宅訪問型保育事業  
27年度に導入予定が8（8.2％）、28年度以降に導入するが1（1.0％）、 時期は決め 
ていないが導入する予定が7（7.2％）、検討中であり未定が45（46.4％）、導入する
予定はないが36（37.1％）、実施しているが0（0.0％）の総数97（100％）。 
 ・事業所内保育事業  
27年度に導入予定が33（34.0％）、28年度以降に導入するが5（5.2％）、時期は決め 
ていないが導入する予定が12（12.4％）、検討中であり未定が28（28.9％）、導入す 
る予定はないが17（17.5％）、実施しているが2（2.1％）の総数97（100％）。 
 
②居宅訪問型保育事業について（①で導入、または導入予定と回答した自治体のみの回答） 
 Ⅰ．居宅訪問型保育事業の対象 
  ⅰ.障害、疾病等の程度を勘案して集団保育が著しく困難であると認められる場合10 
（62.5％）。 
  ⅱ.教育・保育施設又は地域型保育事業者が利用定員の減少の届け出又は確認の辞退を 
   する場合に、保育の継続的な利用の受け皿として保育を行う場合9（56.3％）。 
  ⅲ.児童福祉法に基づく措置に対応するために保育を行う場合9（56.3％）。 
  ⅳ.ひとり親家庭で夜間の勤務がある場合等、居宅訪問型保育の必要性が高い場合10 
（62.5％）。 
  ⅴ.離島、へき地などであって、居宅訪問型保育児事業以外の家庭的保育事業等の確保 
が困難であると市町村が認める場合1（6.3％）。 
ⅵ.その他3（18.8％）。 
以上、総数16（100％）。 
 
Ⅱ．居宅訪問型保育事業実施の際の保育者の資格要件 
 ⅰ.保育士に限定する0（0.0％）。 
  ⅱ.保育士、または、一定の資格を有し、家庭的保育者になるための認定研修を修了 
した者6（37.5％）。 
  ⅲ.保育士、または、家庭的保育者になるための認定研修を修了した者6（37.5％） 
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  ⅳ.その他4（25.0％）。 
  以上、総数16（100％）。 
 
③地域子ども・子育て支援事業について 
＜地域子ども・子育て支援事業における訪問型保育の実施について＞ 
・一時預かり事業（訪問型） 
  実施しているが4（4.1％）、27年度に導入するが0（0.0％）、28年度以降に導入する
が0（0.0％）、時期は決めていないが導入する予定が0（0.0％）、検討中であり未定
が36（37.1％）、導入する予定はないが56（57.8％）、無回答1（1.0％）、の総数97
（100％）。 
 ・延長保育事業（訪問型） 
  実施しているが1（1.0％）、27年度に導入するが0（0.0％）、28年度以降に導入する
が0（0.0％）、時期は決めていないが導入する予定が0（0.0％）、検討中であり未定
が38（39.2％）、導入する予定はないが57（58.8％）、無回答1（1.0％）、の総数97
（100％）。 
 ・病児保育事業（訪問型)  
   実施しているが2（2.1％）、27年度に導入するが1（1.0％）、28年度以降に導入する 
  が1（1.0％）、時期は決めていないが導入する予定が0（0.0％）、検討中であり未定 
が38（39.2％）、導入する予定はないが54（55.7％）、無回答1（1.0％）、の総数97 
（100％）。 
 
④訪問型保育を導入するうえでの課題 
ⅰ.認可事業者の募集・選定70（72.2％）。 
 ⅱ.保育者への研修の実施58（59.8％）。 
 ⅲ.利用対象者の範囲の設定51（52.6％）。 
 ⅳ.利用者の公平性の担保27（27.8％）。 
 ⅴ.利用者支援事業のコーディネーターへの周知、研修13（13.4％）。 
 ⅵ.その他18（18.6％）。 
 無回答10（10.3％）。 
以上、総数97（100％）。 
 
３）２０１５年の現状 
さて、実際に今年度からスタートした新制度において地域型保育事業がどのよう
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に展開されているのかであるが、厚生労働省より、2015（平成27）年4月1日現在と
して地域型保育事業の認可状況の集計が公表されている。それによると、地域型保
育事業の数は全国で2,740件となり、そのうち家庭的保育事業が931件、小規模保育
事業が1,655件、居宅訪問型保育事業が4件、事業所内保育事業が150件であった。
ここで、居宅訪問型保育事業の総件数が4件（東京都2件、越谷市1件、福岡市1件の
計4件）ということに注目したい。新制度のスタート年ということもその一因であ
ると思うが、他の事業に比べても際立って少ないと言える。先に示した全国保育サ
ービス協会の実態調査報告でも、居宅訪問型保育事業を「平成27年度に導入する」
や「今後導入する予定にしている」という自治体は、他の地域型保育事業に比べて
少なかった。また、地域子ども・子育て支援事業においても訪問型保育の実施には
消極的であった。というより、むしろ導入する予定がほとんどないと言える。訪問
型保育を導入するうえでの課題に、認可事業者の募集・選定、保育者への研修の実施、
利用対象者の範囲の設定をあげている自治体が多く、また、そのほかにもコーディネータ
ーへの周知・研修や利用者の公平性の担保などを課題にあげている自治体もあった。いろ
いろな難しい問題があることも一因と考えられるが、いずれにせよ現状としては、地域型
保育事業のなかでも特に居宅訪問型保育事業はほとんど導入されていない。 
 
４．身近な事例からみえる課題 
 地域型保育事業のなかでも居宅訪問型保育についてどのような取り組みがされている
のかを身近な事例として筆者の居住地域（注 8）について考えたいと思ったのが、本稿に
取り組む最初のきっかけであった。しかし、居住地域の自治体では居宅訪問型保育は、今
年度は導入されていない。本自治体では、「子ども子育て支援新制度におけるニーズ調査」
として、新制度をスタートするにあたって、地域の子育て家庭（就学前児童をもつ保護者
2,000人、就学児童をもつ保護者各 2,000人の計 4,000人。うち、有効回収率 44％（就学
前児童をもつ保護者 43.9％、就学児童をもつ保護者 44.1％））に向けたアンケートを実施
している。その調査結果のうち、特に居宅訪問型保育に関わっていると考えられる項目に
ついて就学前児童をもつ保護者に限って拾いあげてみる。 
①平日に利用している教育・保育事業について（就学前児童を持つ保護者：複数回答可） 
多く利用しているものからあげていくと、認可保育所（52.9％）、幼稚園（37.1％）、幼稚 
園+幼稚園の預かり保育（3.6％）、地域子育て支援センターなどの子育ての仲間が集まると 
ころ（3.6％）、市役所が認証・認定した保育施設（2.1％）、その他の認可外の保育施設（1.9％）、 
その他（1.5％）、事業所内保育施設（1.3％）、障害児通所支援施設（0.8％）、ファミリー・ 
サポート・センター（0.8％）、不明・無回答（0.2％）、認定こども園（0％）、家庭的保育 
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（0％）、居宅訪問型保育（0％）となる。 
②平日、定期的に利用したいと考える施設やサービスについて（就学前児童を持つ保護者：
複数回答可）多い順にあげていくと、認可保育所（46.6％）、幼稚園（39.0％）、幼稚園+
幼稚園の預かり保育（30.9％）、地域子育て支援センターなどの子育ての仲間が集まるとこ
ろ（22.9％）、認定こども園（16.6％）、事業所内保育施設（7.3％）、認可された小規模な
保育施設（6.0％）、ファミリー・サポート・センター（5.2％）、市役所が認証・認定した
保育施設（4.1％）、特になし（3.8％）、無回答（3.8％）、家庭的保育（2.2％）、居宅訪問
型保育（1.6％）、その他（1.1％）、障害児通所支援施設（0.9％）、その他の認可外の保育
施設（0.6％）となる。 
③子どもが病気やけがで普段利用している教育・保育の事業が利用できなかった場合のこ 
の 1年間に対処方法について（就学前児童を持つ保護者：複数回答可）多い順にあげてい 
くと、母親が仕事を休んだ（60.8％）、自身や配偶者の親、親せき、友人・知人に見てもら 
った（42.4％）、働いていない父親か母親が子どもをみた（26.1％）、父親が仕事を休んだ 
（12.5％）、保育所や病院に併設する病気の子どものための保育施設を利用した（2.0％）、 
その他（2.0％）、不明・無回答（0.9％）、ベビーシーッターを利用した（0％）、ファミリ 
ー・サポート・センターを利用した（0％）、仕方なく子どもだけで留守番をさせた（0％） 
となる。 
④子どもが病気やケガのときに利用するにあたっての望ましいサービスについて（父親ま 
たは母親が休んだと回答したうち、できれば保育施設を利用したいと答えた保護者：複数
回答可）は、次のような結果が得られた。多い順にあげていくと、幼稚園や保育所などに
併設した施設で子どもをみてくれるサービス（76.9％）、小児科に併設した施設で子どもを
みてくれるサービス（67.0％）、民間事業者などが自宅を訪問し子どもをみてくれるサービ
ス（4.4％）、ファミリー・サポート・センターに登録している近所の人などがその自宅な
どで子どもをみてくれるサービス（3.3％）、その他（2.2％）、不明・無回答（1.1％）とな
っている。 
 
 以上、居宅訪問型保育に関わると考えられるアンケート項目（①～④）について、保護
者の回答結果より以下のことが判る。 
①平日に利用している施設は認可保育所が一番多く、次に多い幼稚園と合わせると全体の
9 割である。また、幼稚園に通園している場合には預かり保育の利用もみられる。続いて
子育て仲間が集まるところに参加したり、市に認証・認定された保育施設を利用したりと
なるが全体の数％である。また、認定こども園、家庭的保育、居宅訪問型保育は全く利用
されていない。 
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②利用したいと思う施設についてはどうかと問われると、実際の利用と同じく、認可保育
所を希望する保護者の割合が一番多いが、幼稚園の利用や幼稚園に通わせながら預かり保
育を受けたいと答えている保護者の割合が増えている。また、子育て仲間が集まるところ
への参加や認定こども園も利用したいと考えている保護者も次に多くの割合を占めていて、
実際の利用以上に希望していることが判る。また、家庭的保育や居宅訪問型保育も少数で
あるが利用したいと答えている保護者がいる。 
③子どもが病気やケガで利用施設を休まなければならない場合には、母親が仕事を休んで
対処したと回答した保護者が約６割と一番多く、その次が親せきや知人にみてもらうと回
答した保護者が約４割、そして仕事をもたない父親か母親が子どもをみると回答した保護
者が 2割強と続いている。このことから、親せきや知人に頼れる場合を除いては、両親の
どちらかが子どもをみている割合が高い。そして、両親のうちでは母親が仕事を休む割合
が高く、父親の約 5倍となっている。 
④子どもが病気やケガで利用施設を休んだ場合に父親や母親が仕事を休んだと回答した保
護者のうち、仕事を休まず、できれば保育施設を利用したいと答えた保護者に向けて、利
用したい施設について問うと、幼稚園や保育所に併設された施設で子どもをみてくれるサ
ービスと回答した割合が一番多く約 7割から 8割となっている。また、それに続いて小児
科に併設された施設で子どもをみてくれるサービスと回答した保護者も 7割弱ある。つま
り、保護者は、病気やケガの子どもを預けるなら、子どもにとっても保護者にとっても普
段から慣れていて親しみのある幼稚園や保育所が一番良いと考えている。また、小児科に
併設された施設であれば医師や看護師といった専門家のもとに子どもを預けられるので、
安心して仕事にでられるということであろう。以上の 2つのサービスを希望する回答が圧
倒的に多いが、訪問型保育の希望や、ファミリー・サポート・センターに登録している近
所の人などにその自宅でみてもらいたいという回答も数％ある。訪問型保育は、病気やケ
ガの子どもにとっていつもと同じ環境であるところの自宅でリラックスして保育を受けら
れることや、病気やケガの子どもが施設に行かなければならないという親子双方の負担も
軽減する。また、ファミリー・サポート・センターに登録した近所の人などという回答か
らは、人物的にも安心できて見知った近所という環境のなかでの保育は、やはり安心して
預けられるということではないかと考える。 
 
６．まとめ 
新制度において、より私的な居宅訪問型保育が公的にはどのように取り入れられている
のかを身近な事例から考えてみたいと思ったことが本稿に取り組むきっかけであったが、
実際のところ、身近な自治体では居宅訪問型保育は導入されていない。それどころか、全
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国的にみても、本年 4月 1日時点での導入は４件ということであった。そこで、新制度に
おける居宅訪問型保育についての政府の資料や全国保育サービス協会の行った実態調査報
告書、また、自治体の保護者に対するニーズ調査結果等を検討した結果、大きく 2つの課
題がみえてきた。 
まず 1つ目は、人材確保についての課題である。 
ベビーシッターを必要とするケースは、早朝や夜間の保育、産前産後のケア、送迎を伴
う保育、一時保育、病児・病後児保育、休日保育など、既成の保育をカバーしている部分
が大きい。しかし、給付の対象となる居宅訪問型保育は、障害、疾病等の程度を勘案して
集団保育が著しく困難であると認められる場合やひとり親家庭で夜間の勤務があるなど居
宅を訪問して行う保育の必要性が高い場合、離島、へき地などであって、居宅訪問型保育
事業以外の家庭的保育事業等の確保が困難であると市町村が認める場合などである。その
ようなケースに対応するために、ベビーシッターには、保育士としての知識や技術の上に
より看護的な知識や技術も求められるだろうし、また保育者自身が夜間であったり、離島
やへき地であったりの勤務が可能な状況にあることが求められるのである。これらの条件
を満たす人材の確保はそう簡単にはできないのではないだろうか。 
2つ目は、子育て家庭の居宅訪問型保育ニーズについての課題である。 
地域社会における人間関係の希薄化が進み、初対面の人とは気軽に声を掛け合うことは
全くと言っていいほどない。また、あまり親しくない人を自宅にあげることに慣れていな
い私たちである。気の知れた人とは深く付き合えても、初対面の人を自宅に招くことには
抵抗があるのではないだろうか。実際、誰もいない自宅に子どもの命と家鍵を預けていく
わけである。もし保育者が知り合いの人であったり、気ごころが知れた人であったりなら、
また話は別であるが、そうでなければ保護者も積極的に在宅での保育の必要性を訴えない
ことだろう。実際、子どもが病気やケガで仕事を休まなければならないときに、保護者は
保育所や幼稚園などの信頼関係のできている施設や病院という信頼できる施設での預かり
を希望している。 
今年度、全国で 4つの居宅訪問型保育事業が認可されているが、そのうちの 1つである
福岡市での取り組みをみてみると、福岡市では市内に住む生後３か月経過後から２歳まで
の乳幼児を対象に、１.保育認定の支給認定要件を満たす者で、かつ、要件が「就労」であ
ること。２.ひとり親世帯であって、父又は母が居宅外で就労しており、午後８時から翌朝
午前６時までの間に、当該父または母が常態として就労していること。３.次のア又はイの
いずれかを満たすこととして、ア 地理的条件及び保育必要時間から、利用可能な保育所
（延長保育時間を含む。）及び夜間保育所（以下「利用可能保育所」という。）がないこと。
イ 利用可能保育所があり、利用申込を行っているが保留されていること、と以上 3つが
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利用条件となっている。このように、福岡市での居宅訪問型保育は、居宅での保育の必要
性が明らかに高い場合に限って利用できる。そして、実際にはどのくらいの人数の子ども
がこの事業を利用したのかについては把握できていないのであるが、この事業によって支
えて欲しいときに支えられる家庭が確実にあるということは、まずは、取り組もうとする
姿勢が大事である。 
また、大日向（2014）が、「新制度が真に効果をあげるためには、親のニーズを正確に
把握して施策を整備するとともに、それをいかに親や家庭に周知するかが重要」で、「従来
の資格の枠を超えた、地域住民が相互に支えあう仕組みづくりとそのための人材養成が不
可欠と考える」３と指摘するように、地域の住民相互の支えあう仕組みとそれを担う人材
の養成も重要である。そして、子どもと子育て家庭を支えるために、必要とされていると
ころに必要な手が届くようになるために、行政側からもそして利用者側からも声を掛け合
い、より良い施策を展開していく努力が継続して求められる。 
今後は、実際の支援事業の利用者や設置主体である市町村に直接問いかけることを通し
て、居宅訪問型保育が子どもと子育て家庭にとって、公的な支援としてどのように導入さ
れていくことが望ましいか深く掘り下げていくことを研究課題としたい。 
 
 
 
注 
1.  「子ども・子育て支援法」、「認定こども園法の一部改正」、「子ども・子育て支援法及び
認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の３つを言う。 
2.  事業主体は市町村、民間事業者等で、保育者の居宅、その他の場所、施設等で保育を行
う。定員は 1～5名（原則 0～2歳児）。 
3.  事業主体は市町村、民間事業者等で、保育者の居宅その他の場所、施設で保育を行う。
定員は 6～19名（原則 0～2歳児）。A、B、Cの 3つの型があり、A型は保育所分園、ミニ保
育所に近い類型。C型は家庭的保育に近い類型。B型はその中間型になる。 
4.  事業主体は市町村、民間事業者等で、保育を必要とする子ども（原則 0～2歳児）の居宅
で子ども 1人：保育者１人の保育を行う。 
5.  事業主体は事業主等で、事業所の従業員の子どもと地域の子どもを事業所内の施設で一
緒に保育する。子どもは原則 0～2歳児。 
6.  2014 年 3 月に起こった事件で、マンションの一室で男性ベビーシッターに預けられた 2
歳の男児が死体で発見された。子どもを預けた母親はインターネットのベビーシッター仲
介サイトを通して男性ベビーシッターに子どもを預けた。 
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7.  在宅保育サービスを行う事業者間の連絡調整体制を整備し、在宅保育サービスの質の向
上と発展を図るとともに、児童を養育する家庭の支援及び児童の福祉の増進に寄与するこ
とを目的とする協会で、平成 3 年、厚生労働省の許可を得て、社団法人「全国保育サービ
ス協会」設立。前身は、平成元年設立の「全国ベビーシッター協会」。 
8.  大阪府の南部に位置する市。 
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